
 事務処理安定化支援事業実施要領  第１ 趣旨 この要領は、事務処理安定化支援事業の実施について、神奈川県障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付要綱に定めるもののほか、必要な事項を定める。  第２ 目的 事務処理安定化支援事業は、障害者自立支援法施行に伴う事務処理に係る事務が定着するまでの間、事務職員を効果的に配置することによって、請求事務、利用者負担上限額管理又は指定申請等の事務処理を適正に実施し、直接サービスを提供する職員の利用者に対する安定した支援を確保することで、障害福祉サービスの質の向上を図ることを目的とする。  第３ 実施主体 この事業の実施主体は、支給決定市町村とする。ただし、障害児施設に対する事業については、県、指定都市及び児童相談所設置市とする。  第４ 事業の内容等 (1) 補助対象事業所 この事業の対象となる事業所は、指定障害福祉サービス事業者（居宅介護事業所、重度訪問介護事業所、行動援護事業所及び重度障害者等包括支援事業所は除く。）、指定障害者支援施設、特定旧法指定施設及び障害児施設とする。    （2）補助金算定条件 次表の条件を満たす事務職員を配置すること。 算定条件 事業所の定員 事務職員の配置 定員60人以下 常勤換算で２人以上 定員61人以上80人以下 常勤換算で３人以上 定員81人以上 常勤換算で４人以上  （3）補助単価    各年度の７月中における実利用者の人数に応じて、次表の補助単価により助成する。 7月の実利用者数 補助単価（利用者１人当たり） 60人以下 20,000円 61人以上80人以下 15,000円 81人以上 10,000円     



第５ 補助金算定上の留意点 (1) 事業所の定員 事業所の定員は、報酬算定上の規模（事業所番号単位）とする。 (2) 事務職員の配置 事務職員の常勤換算は、この事業を算定しようとする月の属する年度において、当該事業所の事務に従事する者（常勤、非常勤、兼務を問わない。）の勤務割合に応じて算出する。 (3) 補助単価 補助単価は補助金を算定しようとする年度の７月中における実利用者の人数により 決定する。 (4) 補助金算定の対象となる利用者数 この事業の補助金を算定しようとする年度の７月中における実利用者の人数とする。 (5) 算定の回数    実施期間（平成21年度～平成23年度）を通して１事業所につき１回限り（１か月限り）とする。 (5) 県への届出 事務職員の配置状況等について、｢事務職員配置等に関する届出書｣(別紙1)により別に定める期日までに県に届け出るものとする。  第６ 事業の申請及び決定   本事業を実施しようとする法人は、当該施設の利用者の支給決定市町村の長に対し、当該市町村の定めるところにより、申請するものとする。ただし、障害児施設に係る分については、当該施設の利用者の支給決定及び措置を行った県、指定都市又は児童相談所設置市の定めるところにより申請するものとする。  附 則  この要領は、平成21年４月１日から施行し、平成24年３月31日をもって廃止する。    附 則  この要領は、平成22年７月１日から施行し、平成24年３月31日をもって廃止する。 



（別紙１） 事務職員配置等に関する届出書 （事務処理安定化支援事業） 平成  年  月  日 神奈川県知事 殿 法人所在地 法人名称 代表者職名 代表者氏名                    印  事業所・施設の名称  事業所番号  事業所・施設の住所   １ 定員６０人以下  ２ 定員６１人以上８０人以下 １ 定員区分  ３ 定員８１人以上 ２ 事務職員配置の 状況 （平成○○年○月 現在実績） 
  人    実人数 常勤換算後 常 勤   非常勤   合 計      人      人  ３ 算定の対象となる 利用者数 （平成○○年７月 現在実利用者数） 
   人  

 適用単価 補助単価 （利用者１人あたり） ７月の実利用者数  ２０，０００円 60人以下  １５，０００円 61人以上80人以下  １０，０００円 81人以上 ※ 該当する補助単価の「適用単価」欄に○をする。 ※ 補助単価は７月の実利用者数により決定する。 ※１ 多機能型事業所及び従たる事業所のある事業所の定員 名  称 定  員         合  計         人 備考１ 「１ 定員区分」は、該当する番号（１～３）に○を付してください。     多機能型事業所及び、従たる事業所のある事業所は※１の表で定員の合計を算出してください。   ２ 「２ 事務職員配置の状況」については、実人数と常勤換算後の人数を記入してください。 



神奈川県障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者自立支援法（平成17年法律第123号。以下「法」

という。）の施行に伴う事業者に対する運営の安定化等、新法への移行等の

ための円滑な実施及び福祉・介護人材の緊急的な確保を図るため、市町村及

び事業者が行う事業又は事務に要する経費に対し、予算の範囲内において補

助金を交付することについて補助金の交付等に関する規則（昭和45年神奈川

県規則第41号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

（補助の対象） 

第２条 補助の対象とする事業又は事務は、障害者自立支援対策臨時特例基金

管理運営要領（平成21年１月27日障発第0127001号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部長通知。以下「管理運営要領」という。）に基づき市町村及

び社会福祉法人等の団体が行う事業に対して県が補助する別表に定める事業

（以下「補助事業」という。）とし、当該事業に要する費用の額から、その

年度におけるその費用のための寄付金その他の収入の額を控除した額につき、

厚生労働省が定める基準によって算定した額（以下「補助対象額」とい

う。）に対して交付するものとする。 

（補助額の算出方法等） 

第３条 補助額は、前条の規定により算定した額を限度とし、その算出方法は、

別表のとおりとする。 

２ 前項の規定により算出した額に千円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てるものとする。 

（申請書の提出期日等） 

第４条 規則第３条第１項の規定による障害者自立支援対策臨時特例交付金事

業費補助金交付申請書（第１号様式）の提出期日は４月１日とする。 

２ 規則第３条第２項第４号の規定による申請書に添付すべき書類は次のとお

りとする。 

(1) 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書 

(2) 歳入歳出（収入支出）予算書抄本 

３ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の申請を行うに当たって、消費

税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、当該補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税

及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定す

る仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税

法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金

額の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金額をいう。

以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時にお

いて当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかで

ないものについては、この限りでない。 

（交付条件） 



第５条 規則第５条の規定による条件は、次のとおりとする。 

(1) 補助事業の内容又は補助事業の経費の配分の変更をしようとする場合は、

速やかに知事の承認を受けなければならない。ただし、補助事業を構成す

る個別事業間の経費の配分を補助事業費総額の20％以内に相当する額で変

更する場合はこの限りでない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに知事の承認

を受けなければならない。 

(3) 補助事業が予定の期間に完了する見込みのない場合若しくは完了しない

場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに知事に報告し、

その指示を受けなければならない。 

(4) 補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、規則第２

条第４項に規定する間接補助金等を交付する場合は、同条第６項に規定す

る間接補助事業者等に対し、本要綱第９条及び第10条と同一の条件を付さ

なければならない。 

（変更の承認） 

第６条 前条第１号及び第２号の規定に基づく知事の承認を受けようとする場

合は、障害者自立支援対策臨時特例交付金事業変更（中止、廃止）承認申請

書（第２号様式）に変更の内容及び理由又は中止、廃止の理由を記載した書

類を添付して知事に提出しなければならない。 

２ この補助金の交付決定後に補助対象額の変更により、変更交付申請を行う

場合には、障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金変更交付申請書

（第３号様式）に関係書類を添付して知事に提出しなければならない。 

（申請の取り下げのできる期間） 

第７条 規則第７条第１項の規定により申請の取り下げのできる期間は、交付

決定通知を受理した日から10日を経過した日までとする。 

（実績報告） 

第８条 規則第12条の規定による実績報告は、障害者自立支援対策臨時特例交

付金事業費補助金事業実績報告書（第４号様式）に次の書類を添えて、事業

完了の日から30日以内で知事が別に定める期日までに行わなければならない。 

(1) 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書 

(2) 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算書 

(3) 歳入歳出（収入支出）決算書抄本 

２ 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者

は、前項の実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、これを補助金額から減

額して報告しなければならない。 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第９条 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事

業者は、実績報告後に消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、当該年度の消費税仕入控除

税額報告書により、速やかに知事に対して報告しなければならない。なお、

補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部又は一支社及び一支所等

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部又は本社及び本



所等で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割

合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控

除税額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（財産の処分の制限） 

第10条 規則第17条ただし書きの規定により知事が定める期間並びに同条第２

号及び第３号の規定により、知事が定める財産の種類は、次のとおりとする。 

(1) 財産の種類 

第２条に規定する事業により取得し、又は効用の増加した価格が50万円

以上の機械及び器具 

(2) 期間 

減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）によ

る耐用年数を経過するまでの間 

（書類の整備等） 

第11条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備

え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなけれ

ばならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類（以下「証拠書類等」という。）は、当

該補助事業の完了の日の属する県の会計年度の翌年度から５年間保存しなけ

ればならない。 

３ 補助事業者が法人その他の団体である場合であって、前項に規定する証拠

書類等の保存期間が満了しない間に当該団体が解散する場合は、その権利義

務を承継する者（権利義務を承継する者がいない場合は知事）に当該証拠書

類等を引き継がなければならない。 

（届出事項） 

第12条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに文書

をもってその旨を知事に届け出なければならない。 

(1) 住所又は氏名を変更したとき。 

(2) その他知事が必要と認めたとき。 

附 則 

１ この要綱は、平成19年３月19日から施行し、平成19年３月13日から適用す

る。 

２ この要綱は、平成20年度限りでその効力を失う。 

３ 平成18年度の補助金交付申請書の提出期限については、第４条の規定にか

かわらず平成19年３月26日までとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成19年８月1日から施行する。 

２ この要綱は、平成20年度限りでその効力を失う。 

３ 平成19年度の補助金交付申請書の提出期限については、第４条の規定にか

かわらず平成19年９月１日までとする。  

附 則 

１ この要綱は、平成20年１月１日から施行し、平成19年８月１日から適用す

る。 



２ この要綱は、平成20年度限りでその効力を失う。 

３ 平成19年度の補助金交付申請書の提出期限については、第４条の規定にか

かわらず平成20年３月１日までとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成20年度限りでその効力を失う。 

３ 平成20年度の補助金交付申請書の提出期限については、第４条の規定にか

かわらず平成21年３月１日までとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成23年度限りでその効力を失う。 

３ 補助金交付申請書の提出期限については、第４条の規定にかかわらず別に

定めるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成21年12月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成23年度限りでその効力を失う。 

３ 平成21年度の補助金交付申請書の提出期限については、第４条の規定にか

かわらず平成22年３月１日までとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成23年度限りでその効力を失う。 

３ 補助金交付申請書の提出期限については、第４条の規定にかかわらず別に

定めるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成23年度限りでその効力を失う。 

３ 補助金交付申請書の提出期限については、第４条の規定にかかわらず別に

定めるものとする。 



別表（第２条、第３条関係） (1) 事業運営安定化事業 １　障害者施設　３／４①旧体系施設の場合 ２　障害児施設(1) 指定都市・児童相談所　設置市実施分　１／２②障害児施設の場合 (2) 県実施分  　10／10※通所の場合は22日、入所の場合は30.4日を乗じる。 　③新体系事業の場合　(旧体系における収入額×90％)-(当該月の収入額)④生活介護又は施設入所の場合次のいずれかを選択する。ア (平成21年３月本体報酬単位数×90％)－(平成21年４月以　降の本体報酬単価を用いた場合の平成21年３月の本体報酬　単位数)イ (旧体系における収入額×90％)－(当該月の収入額)(2) 新事業移行促進事業　利用者１人当たりの単価①　ア　21年度　　　　１人6,000円／月　イ　22年度　　　　１人5,700円／月　ウ　23年度　　　　１人5,400円／月②施設入所支援の場合　ア　21年度　　　　１人5,000円／月　イ　22年度　　　　１人4,750円／月　ウ　23年度　　　　１人4,500円／月　ただし、移行した当該１か月に限る。
 (3) 事務処理安定化支援事業　 １　障害者施設　３／４　利用者１人あたりの単価 ２　障害児施設①定員60人以下の場合 (1) 指定都市・児童相談所　事務職員を常勤換算で２人以上配置　１人20,000円/月 　設置市実施分　１／２②定員61人以上80人の場合 (2) 県実施分　  10／10　事務職員を常勤換算で３人以上配置　１人15,000円/月③定員81人以上の場合　事務職員を常勤換算で４人以上配置　１人10,000円/月(4) 就労系事業利用に向けたアセスメント実施連携事業　会議実施回数に応じ、経費相当分を事業所に助成　１回　60,000円以内／１事業所（年10回を限度とする。）

　障害福祉サービス事業所（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援を除く。)、障害者支援施設、特定旧法指定施設及び障害児施設における事務処理に要する経費（職員雇用費、旅費、役務費、需用費等）
　障害福祉サービス事業所（就労移行支援、就労継続支援Ａ型に限る。）における会議の開催等に要する経費（人件費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料、備品購入費、委託料、負担金等）

１ 事業運営安定化等事業費 ３／４

３／４

生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型の場合
　((平成18年９月における定員×(※22日又は30.4日))×90％－当該月の延べ利用者数)×基本単価

各年度の７月中における実利用者の人数に応じて助成

補助事業者補助事業 
市町村等

　障害福祉サービス事業所等の運営に要する報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費等
　障害福祉サービス事業所（生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型及び施設入所支援に限る。）の運営に要する報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費等

補助対象経費補助率 

市町村

 補助基準額 

　ただし、平成21～23年度の期間を通じ、１事業所等につき１回に限る。

　((平成18年３月における実利用者数×(※22日又は30.4日))×90％－当該月の延べ利用者数)×区分Ａ単価
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